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株式会社堂島取引所における米穀指数先物取引の上場に伴う 
「商品取引債務引受業に関する業務方法書」等の一部改正について 

 
 

I. 改正趣旨 

株式会社堂島取引所において新設される米穀指数市場に米穀指数先物取引が上場されること

に伴い、当該取引の清算を行うため、商品取引債務引受業に関する業務方法書等について所要

の改正を行う。 

 
 

II. 改正概要 （備  考） 

（１）指定商品市場及び清算対象取引 

・株式会社堂島取引所の米穀指数市場を堂島農産物先物等清算資格の

指定商品市場とし、指数先物取引を清算対象取引として定める。 

 

・商品取引債務引受業に

関する業務方法書第２条、

第３条及び第５条並びに

同業務方法書の取扱い別

紙様式３ 

  

（２）清算約定の決済 

・指数先物取引における債務の引受け及び最終決済について、他のコ

モディティの現金決済取引等と同様に定める。 

 

・同業務方法書第１９条、

第５６条から第５８条ま

で、第６１条の３、第６２

条、第６４条、第６６条及

び第７９条並びに同業務

方法書の取扱い第１５条 

  

（３）取引証拠金 

・指数先物取引における日中取引証拠金、緊急取引証拠金等を他の農

産物と同様に定める。 

 

・商品取引債務引受業に

係る取引証拠金等に関す

る規則第２条、第２４条か

ら第２８条まで及び第３

０条並びに同取引証拠金

等に関する規則の取扱い

第６条及び第８条 

  

（４）手数料 

・米穀指数先物取引の清算手数料について定める。 

清算手数料（取引／最終決済）：９円／３９円 

 

・商品取引債務引受業に

係る手数料に関する規則

別表 

 

 

 

 



2 

 

（５）その他 

・その他所要の改正を行う。 

 

・同業務方法書第６１条 

・エネルギーに係る希望

受渡しに関する取扱要領

の廃止 

  
 
 

III.   施行日 

１．２０２４年８月１３日から施行する。 

２．前１．にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当

社が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事由により、前１．の

日から施行することが適当でない場合には、当該日から３か月以内の日で、当社が別に定め

る日から施行する。 

 

以 上 
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商品取引債務引受業に関する業務方法書の一部改正新旧対照表  

 

新 旧 

目次 

第１章～第６章 （略） 

第７章 最終決済 

第１節・第２節 （略） 

第３節 指数先物取引における最終決済

（第６１条の３） 

第４節 雑則（第６２条―第６４条） 

第８章～第１２章 （略） 

 

目次 

第１章～第６章 （略） 

第７章 最終決済 

第１節・第２節 （略） 

（新設） 

 

第３節 雑則（第６２条―第６４条） 

第８章～第１２章 （略） 

（清算対象取引） 

第２条 当社の商品取引債務引受業の対象とす

る債務の起因となる取引（以下「清算対象取

引」という。）は、次の各号に定める取引とす

る。 

（１）・（２） （略） 

（３） 法第２条第３項第３号に定める取引

（以下「指数先物取引」という。） 

 

（清算対象取引） 

第２条 当社の商品取引債務引受業の対象とす

る債務の起因となる取引（以下「清算対象取

引」という。）は、次の各号に定める取引とす

る。 

（１）・（２） （略） 

（新設） 

 

（指定商品市場） 

第３条 前条に規定する清算対象取引は、次の

各号に定める当社が指定する市場開設者（以

下「指定市場開設者」という。）の商品市場（以

下「指定商品市場」という。）の上場商品又は

上場商品指数に係る取引とする。 

（１）～（５） （略） 

（６） 株式会社堂島取引所 米穀指数市場 

 

（指定商品市場） 

第３条 前条に規定する清算対象取引は、次の

各号に定める当社が指定する市場開設者（以

下「指定市場開設者」という。）の商品市場（以

下「指定商品市場」という。）の上場商品に係

る取引とする。 

（１）～（５） （略） 

（新設） 

 

（清算参加者） 

第５条 （略） 

２ 前項に規定する商品取引清算資格は、エネ

ルギー先物等清算資格、堂島農産物先物等清

算資格、堂島砂糖先物等清算資格及び堂島貴

（清算参加者） 

第５条 （略） 

２ 前項に規定する商品取引清算資格は、エネ

ルギー先物等清算資格、堂島農産物先物等清

算資格、堂島砂糖先物等清算資格及び堂島貴
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金属先物等清算資格の４種類とし、指定商品

市場はそれぞれ次の各号に定めるものとす

る。 

（１） （略） 

（２） 堂島農産物先物等清算資格は、清算対

象取引（大豆、小豆、とうもろこし及び米穀

指数に係るものに限る。）について当社が行

う商品取引債務引受業の相手方となるため

の資格とし、その指定商品市場は株式会社

堂島取引所の農産物市場及び米穀指数市場

とする。 

金属先物等清算資格の４種類とし、指定商品

市場はそれぞれ次の各号に定めるものとす

る。 

（１） （略） 

（２） 堂島農産物先物等清算資格は、清算対

象取引（大豆、小豆及びとうもろこしに係る

ものに限る。）について当社が行う商品取引

債務引受業の相手方となるための資格と

し、その指定商品市場は株式会社堂島取引

所の農産物市場とする。 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

（届出事項） 

第１９条 清算参加者は、次に掲げる行為をし

ようとするときは、当社が定めるところによ

り、あらかじめその内容を当社に届け出なけ

ればならない。 

（１）  （略） 

（２） 商品先物取引業者にあっては、商品

先物取引業（法第２条第２２項に規定する

商品先物取引業をいう。以下同じ。）の廃

止、商品先物取引業者以外の者にあって

は、商品先物取引（現物先物取引、現金決

済先物取引及び指数先物取引をいう。以下

同じ。）に関する業務の廃止 

（届出事項） 

第１９条 清算参加者は、次に掲げる行為をし

ようとするときは、当社が定めるところによ

り、あらかじめその内容を当社に届け出なけ

ればならない。 

（１）  （略） 

（２） 商品先物取引業者にあっては、商品

先物取引業（法第２条第２２項に規定する

商品先物取引業をいう。以下同じ。）の廃

止、商品先物取引業者以外の者にあって

は、商品先物取引（現物先物取引及び現金

決済先物取引をいう。以下同じ。）に関す

る業務の廃止 

（３）～（１３） （略） 

２～４ （略） 

 

（３）～（１３） （略） 

２～４ （略） 

 

（計算区域） 

第５６条 （略） 

（計算区域） 

第５６条 （略） 

２ 前項の一の計算区域は、指定市場開設者ご

とに次の各号に定めるものとする。 

（１） （略） 

２ 前項の一の計算区域は、指定市場開設者ご

とに次の各号に定めるものとする。 

（１） （略） 
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（２） 第３条第３号から第６号までに定め

る市場開設者にあっては、次のａ及びｂに

定めるところとする。 

ａ 第３条第３号、第４号及び第６号に定

める指定商品市場は、当該市場開設者の

一営業日の日中立会開始から日中立会終

了まで 

ｂ （略） 

（２） 第３条第３号から第５号までに定め

る市場開設者にあっては、次のａ及びｂに

定めるところとする。 

ａ 第３条第３号及び第４号に定める指定

商品市場は、当該市場開設者の一営業日

の日中立会開始から日中立会終了まで 

 

ｂ （略） 

３ （略） 

 

３ （略） 

 

（帳入値段等） 

第５７条 当社は、一の計算区域ごとに、別に定

めるところにより、帳入値段又は帳入数値（以

下「帳入値段等」という。）を定めるものとす

る。 

 

（帳入値段） 

第５７条 当社は、一の計算区域ごとに、別に定

めるところにより、帳入値段を定めるものと

する。 

（約定差金及び帳入差金） 

第５８条 商品先物取引において、一の計算区

域の帳入値段等とその計算区域における約定

値段又は約定数値（以下「約定値段等」とい

う。）との差に相当する金銭を約定差金とい

う。 

（約定差金及び帳入差金） 

第５８条 商品先物取引において、一の計算区

域の帳入値段とその計算区域における約定値

段との差額に相当する金銭を約定差金とい

う。 

２ 商品先物取引において、一の計算区域の帳

入値段等とその直前の計算区域の帳入値段等

との差に相当する金銭を帳入差金という。 

 

２ 商品先物取引において、一の計算区域の帳

入値段とその直前の計算区域の帳入値段との

差額に相当する金銭を帳入差金という。 

（限月現金決済先物取引の最終決済に伴う金

銭の授受） 

第６１条 限月現金決済先物取引（指定市場開

設者が定める限月制の現金決済先物取引をい

う。以下同じ。）における最終決済（指定市場

開設者が定める最終決済をいう。）において、

最終決済価格（指定市場開設者が定める最終

決済価格をいう。以下同じ。）と取引最終日（指

定市場開設者が限月現金決済先物取引に関し

（限月現金決済先物取引の最終決済に伴う金

銭の授受） 

第６１条 限月現金決済先物取引（指定市場開

設者が定める限月制の現金決済先物取引をい

う。以下同じ。）における最終決済（指定市場

開設者が定める最終決済をいう。）において、

最終決済価格（指定市場開設者が定める最終

決済価格をいう。）と取引最終日（指定市場開

設者が限月現金決済先物取引に関し定める取
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定める取引最終日をいう。）の帳入値段とを比

較して差が生じたときは、清算参加者はその

差に相当する金銭を最終決済日（指定市場開

設者が定める限月現金決済先物取引における

最終決済日をいう。）の翌日において、当社と

の間で授受するものとする。この場合におい

て、金銭を支払う清算参加者は、当該金銭の授

受を行う日の午前１１時までに、金銭を受領

する清算参加者は、当該金銭の授受を行う日

の午後１時に、金銭を支払い又は受領しなけ

ればならない。 

引最終日をいう。）の帳入値段とを比較して差

を生じたときは、清算参加者はその差に相当

する金銭を最終決済日（指定市場開設者が定

める限月現金決済先物取引における最終決済

日をいう。）の翌日において、当社との間で授

受するものとする。この場合において、金銭を

支払う清算参加者は、当該金銭の授受を行う

日の午前１１時までに、金銭を受領する清算

参加者は、当該金銭の授受を行う日の午後１

時に、金銭を支払い又は受領しなければなら

ない。 

（削る） 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、指定市場開設者

が適当と認める場合には、限月現金決済先物

取引に係る決済を受渡品の授受により行うこ

とができる。この場合において、必要な事項に

ついては、当社が別に定める。 

 

第３節 指数先物取引における最終決済 （新設） 

  

（指数先物取引の最終決済に伴う金銭の授

受） 

第６１条の３ 指数先物取引における最終決済

（指定市場開設者が定める最終決済をいう。）

において、最終決済数値（指定市場開設者が定

める最終決済数値をいう。以下同じ。）と取引

最終日（指定市場開設者が指数先物取引に関

し定める取引最終日をいう。）の帳入数値とを

比較して差が生じたときは、清算参加者はそ

の差に相当する金銭を最終決済日（指定市場

開設者が定める指数先物取引における最終決

済日をいう。）の翌日において、当社との間で

授受するものとする。この場合において、金銭

を支払う清算参加者は、当該金銭の授受を行

う日の午前１１時までに、金銭を受領する清

算参加者は、当該金銭の授受を行う日の午後

 

 

（新設） 
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１時に、金銭を支払い又は受領しなければな

らない。 

 

第４節 雑則 

 

第３節 雑則 

（商品先物取引について授受する金銭の額及

び授受の方法） 

第６２条 第５９条及び前３条の規定による金

銭の授受は、次の各号に掲げる単位の区分に

従い、当該各号に定める金額により行うもの

とする。 

（先物取引について授受する金銭の額及び授

受の方法） 

第６２条 第５９条及び前２条の規定による金

銭の授受は、次の各号に掲げる単位の区分に従

い、当該各号に定める金額により行うものとす

る。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

（最終決済価格等の算出が不能等の場合の責

任の所在） 

第６４条 清算参加者は、帳入値段等若しくは

指定市場開設者が定める発表価格若しくは指

数の算出若しくは配信の不能、遅延若しくは

誤り又は最終決済価格若しくは最終決済数値

の変更により損害を被った場合においても、

当社、指定市場開設者及び当該発表価格又は

指数の算出者に対してその損害の賠償請求を

することができない。 

 

（最終決済価格の算出が不能等の場合の責任

の所在） 

第６４条 清算参加者は、帳入値段若しくは指

定市場開設者が定める発表価格の算出若しく

は配信の不能、遅延若しくは誤り又は最終決

済価格の変更により損害を被った場合におい

ても、当社、指定市場開設者及び当該発表価格

の算出者に対してその損害の賠償請求をする

ことができない。 

 

（建玉の移管） 

第６６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 建玉の移管は、当該建玉の移管が行われる

日の前日に終了する取引日における各限月取

引又は各限日取引の帳入値段等を約定値段等

として行われるものとする。 

５ （略） 

 

（建玉の移管） 

第６６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 建玉の移管は、当該建玉の移管が行われる

日の前日に終了する取引日における各限月取

引又は各限日取引の帳入値段を約定値段とし

て行われるものとする。 

５ （略） 

（期限前終了） （期限前終了） 
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第７９条 （略） 

２ 前項の期限前終了とは、この業務方法書に

定めるところにより行われる清算参加者の申

告以外の事由により清算約定がその納会日

（指定市場開設者が定める納会日をいう。）

又は取引最終日（指定市場開設者が限月現金

決済先物取引又は指数先物取引に関し定める

取引最終日をいう。）前に終了することをい

う。 

第７９条 （略） 

２ 前項の期限前終了とは、この業務方法書に

定めるところにより行われる清算参加者の申

告以外の事由により清算約定がその納会日

（指定市場開設者が定める納会日をいう。）又

は取引最終日前に終了することをいう。 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和６年８月１３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定は、

清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済

を行うために必要な当社が設置するシステム

の稼働に支障が生じた場合その他やむを得な

い事由により、前項に定める日から施行する

ことが適当でない場合には、当該日から３か

月以内の日で、当社が別に定める日から施行

する。 
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商品取引債務引受業に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） 

第２条 この規則において「先物取引」とは、商

品取引債務引受業に関する業務方法書第２条

各号に掲げる現物先物取引、現金決済先物取

引又は指数先物取引をいう。 

（定義） 

第２条 この規則において「先物取引」とは、商

品取引債務引受業に関する業務方法書第２条

第１号及び第２号に掲げる現物先物取引又は

現金決済先物取引をいう。 

２～１４ （略） 

 

２～１４ （略） 

（日中取引証拠金所要額） 

第２４条 日中取引証拠金所要額は、日中リス

ク再計算額に日中先物取引差金相当額を、当

該額が支払いとなる場合は加え、受領となる

場合は減じて得た額に、商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同第５４条

に規定する区分口座（同第５３条第１号に規

定する区分口座を除く。以下この条、第２７

条、第２９条、第３０条及び第３２条において

同じ。）ごとの担保超過リスク額を合計した額

及び第１２条の２第１項に定める事前割増額

を加えた額とする。この場合において、これら

の用語の意義は、次の各号に定めるところに

よる。 

（日中取引証拠金所要額） 

第２４条 日中取引証拠金所要額は、日中リス

ク再計算額に日中先物取引差金相当額を、当

該額が支払いとなる場合は加え、受領となる

場合は減じて得た額に、商品取引債務引受業

に関する業務方法書第５３条及び同第５４条

に規定する区分口座（同第５３条第１号に規

定する区分口座を除く。以下この条、第２７

条、第２９条、第３０条及び第３２条において

同じ。）ごとの担保超過リスク額を合計した額

及び第１２条の２第１項に定める事前割増額

を加えた額とする。この場合において、これら

の用語の意義は、次の各号に定めるところに

よる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 日中先物取引差金相当額 

先物取引について、次のａ及びｂに定め

る額を合計した額とする。 

ａ 先物取引について、その取引日の夜間

立会及び日中立会のうち午前１１時まで

に行われた自己の計算による先物取引

（当該取引日の午前１１時までに行われ

た立会外取引、ＥＦＰ取引、ＥＦＳ取引及

びストップロス取引を含む。）について、

その約定値段又は約定数値（以下「約定値

（２） 日中先物取引差金相当額 

先物取引について、次のａ及びｂに定め

る額を合計した額とする。 

ａ 先物取引について、その取引日の夜間

立会及び日中立会のうち午前１１時まで

に行われた自己の計算による先物取引

（当該取引日の午前１１時までに行われ

た立会外取引、ＥＦＰ取引、ＥＦＳ取引及

びストップロス取引を含む。）について、

その約定値段と日中帳入値段との差に相
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段等」という。）と日中帳入値段又は日中

帳入数値（以下「日中帳入値段等」とい

う。）との差に相当する額 

当する額 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉につ

いて、前取引日の帳入値段又は帳入数値

（以下「帳入値段等」という。）と日中

帳入値段等との差に相当する額 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉につ

いて、前取引日の帳入値段と日中帳入値

段との差に相当する額 

（３） （略） 

 

（３） （略） 

（日中帳入値段等） 

第２５条 当社は、第２３条第１項の規定によ

り取引証拠金を預託させることとした場合

は、当社が定めるところにより、日中帳入値段

等を定める。 

 

（日中帳入値段） 

第２５条 当社は、第２３条第１項の規定によ

り取引証拠金を預託させることとした場合

は、当社が定めるところにより、日中帳入値段

を定める。 

（緊急取引証拠金の預託） 

第２６条 清算参加者は、エネルギー先物取引

（商品先物取引法（昭和２５年法律第２３９

号。）第２条第３項第１号又は第２号に掲げる

取引のうちエネルギーに係るものをいう。以

下同じ。）、貴金属先物取引（当社が行う証券

取引等清算業務に係る業務方法書第７３条の

３１の２に規定する貴金属先物取引をいう。

以下同じ。）、指数先物取引（同第３条第２項

第５号に規定する指数先物取引をいう。以下

この条において同じ。）又は国債証券先物取引

（同項第３号に規定する国債証券先物取引を

いう。以下同じ。）の相場が次の各号に該当す

る場合その他当社が必要と認めたときにおい

て、自己分の取引証拠金として当社に預託し

ている金銭の額及び充用有価証券等を充用価

格により評価した額の合計額が次条に規定す

る緊急取引証拠金所要額に満たないときは、

その不足額以上の額を、自己分の取引証拠金

として、その日の午後４時までに当社に追加

（緊急取引証拠金の預託） 

第２６条 清算参加者は、エネルギー先物取引

（商品先物取引法（昭和２５年法律第２３９

号。）第２条第３項第１号又は第２号に掲げる

取引のうちエネルギーに係るものをいう。以

下同じ。）、貴金属先物取引（当社が行う証券

取引等清算業務に係る業務方法書第７３条の

３１の２に規定する貴金属先物取引をいう。

以下同じ。）、指数先物取引（同第３条第２項

第５号に規定する指数先物取引をいう。以下

同じ。）又は国債証券先物取引（同項第３号に

規定する国債証券先物取引をいう。以下同

じ。）の相場が次の各号に該当する場合その他

当社が必要と認めたときにおいて、自己分の

取引証拠金として当社に預託している金銭の

額及び充用有価証券等を充用価格により評価

した額の合計額が次条に規定する緊急取引証

拠金所要額に満たないときは、その不足額以

上の額を、自己分の取引証拠金として、その日

の午後４時までに当社に追加預託しなければ
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預託しなければならない。この場合において、

当該取引証拠金は、充用有価証券等をもって

預託することができる。 

ならない。この場合において、当該取引証拠金

は、充用有価証券等をもって預託することが

できる。 

（１）～（４） （略） 

２～４ （略） 

 

（１）～（４） （略） 

２～４ （略） 

（緊急取引証拠金所要額） 

第２７条 緊急取引証拠金所要額は、リスク再

計算額に先物取引差金相当額を、当該額が支

払いとなる場合は加え、受領となる場合は減

じて得た額に、商品取引債務引受業に関する

業務方法書第５３条及び同第５４条に規定す

る区分口座ごとの担保超過リスク額を合計し

た額及び第１２条の２第１項に定める事前割

増額を加えた額とする。この場合において、こ

れらの用語の意義は、次の各号に定めるとこ

ろによる。 

（緊急取引証拠金所要額） 

第２７条 緊急取引証拠金所要額は、リスク再

計算額に先物取引差金相当額を、当該額が支

払いとなる場合は加え、受領となる場合は減

じて得た額に、商品取引債務引受業に関する

業務方法書第５３条及び同第５４条に規定す

る区分口座ごとの担保超過リスク額を合計し

た額及び第１２条の２第１項に定める事前割

増額を加えた額とする。この場合において、こ

れらの用語の意義は、次の各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 先物取引差金相当額 

先物取引について、次のａ及びｂに定め

る額を合計した額とする。 

ａ 先物取引について、その取引日の夜間

立会及び日中立会のうち午後１時までに

行われた自己の計算による先物取引（当

該取引日の午後１時までに行われた立会

外取引、ＥＦＰ取引、ＥＦＳ取引、ストッ

プロス取引を含む。）について、その約定

値段等と緊急帳入値段又は緊急帳入数値

（以下「緊急帳入値段等」という。）との

差に相当する額 

（２） 先物取引差金相当額 

先物取引について、次のａ及びｂに定め

る額を合計した額とする。 

ａ 先物取引について、その取引日の夜間

立会及び日中立会のうち午後１時までに

行われた自己の計算による先物取引（当

該取引日の午後１時までに行われた立会

外取引、ＥＦＰ取引、ＥＦＳ取引、ストッ

プロス取引を含む。）について、その約定

値段と緊急帳入値段との差に相当する額 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉につ

いて、前取引日の帳入値段等と緊急帳入

値段等との差に相当する額 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉につ

いて、前取引日の帳入値段と緊急帳入値

段との差に相当する額 

（３） （略） 

 

（３） （略） 
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（緊急帳入値段等） 

第２８条 当社は、第２６条第１項の規定によ

り取引証拠金を預託させることとした場合

は、当社の定めるところにより、緊急帳入値段

等を定める。 

 

（緊急帳入値段） 

第２８条 当社は、第２６条第１項の規定によ

り取引証拠金を預託させることとした場合

は、当社の定めるところにより、緊急帳入値段

を定める。 

 

（通常市場環境下リスク相当額等） 

第３０条 （略） 

２ （略） 

３ 当社は、前条第３項の規定により取引証拠

金を預託させることとした場合は、当社の定

めるところにより、特定先緊急帳入値段及び

特定先緊急帳入数値を定める。 

（通常市場環境下リスク相当額等） 

第３０条 （略） 

２ （略） 

３ 当社は、前条第３項の規定により取引証拠

金を預託させることとした場合は、当社の定

めるところにより、特定先緊急帳入値段を定

める。 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和６年８月１３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定は、

清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済

を行うために必要な当社が設置するシステム

の稼働に支障が生じた場合その他やむを得な

い事由により、前項に定める日から施行する

ことが適当でない場合には、当該日から３か

月以内の日で、当社が別に定める日から施行

する。 
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 商品取引債務引受業に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表  

 

新 旧 

（帳入値段等） 

第１５条 業務方法書第５７条に規定する当社

が定める帳入値段等は、次の各号に掲げる区

分に従い、当該各号に定めるところによる。

ただし、当社が当該各号に定めるところによ

ることが適当でないと認める場合は、当社が

その都度定める。 

（帳入値段） 

第１５条 業務方法書第５７条に規定する当社

が定める帳入値段は、次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に定めるところによる。た

だし、当社が当該各号に定めるところによる

ことが適当でないと認める場合は、当社がそ

の都度定める。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 業務方法書第３条第６号に掲げる市

場 

ａ １の計算区域の午後１時から午後３時

までの間（取引最終日における当月限に

あっては、午前９時から午後３時までの

間）における加重平均数値（指定市場開

設者が定める個別競争取引により成立し

た約定数値と取引数量の加重平均により

算出した数値）とする。ただし、当該時

間帯において約定数値がない場合には、

同一の計算区域における最終約定数値と

し、同一の計算区域に約定数値がない場

合には、直前計算区域の帳入数値（当該

直前区域に帳入数値が存在しない場合に

は、直近限月に係る帳入数値）とする。 

ｂ 前ａの規定による帳入数値が適当でな

いと当社が認める場合には、次の（ａ）

及び（ｂ）に定めるところにより算出し

た数値とする。 

（ａ） 立会終了時において直前計算区

域における帳入数値より低い数値を指

定した売注文が存在する場合にあって

は、当該売注文のうち最も低い数値を

指定した売注文の数値 

（新設） 
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（ｂ） 立会終了時において直前計算区

域における帳入数値より高い数値を指

定した買注文が存在する場合にあって

は、当該買注文のうち最も高い数値を

指定した買注文の数値 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和６年８月１３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る

当社と清算参加者の間の決済を行うために必

要な当社が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由により、

改正後の規定を適用することが適当でないと

当社が認める場合には、令和６年８月１３日

以後の当社が定める日から施行する。 

３ 第４条に規定する清算資格取得手数料は、

既に他の商品取引清算資格を有する清算参加

者が、この改正規定施行の日に堂島農産物先

物等清算資格を取得する場合においては０円

とする。 

 

  

別紙様式３ 

堂島農産物先物等清算受託契約書 

 

（商品清算取引の対象取引） 

第１条 本契約において対象となる取引（以下

「対象取引」という。）は、クリアリング機構

の業務方法書に定める指定市場開設者及び指

定商品市場のうち、株式会社堂島取引所の農

産物市場及び米穀指数市場における取引とす

る。 

 

別紙様式３ 

堂島農産物先物等清算受託契約書 

 

（商品清算取引の対象取引） 

第１条 本契約において対象となる取引（以下

「対象取引」という。）は、クリアリング機構

の業務方法書に定める指定市場開設者及び指

定商品市場のうち、株式会社堂島取引所の農

産物市場における取引とする。 

 

（支払の停止があった場合等における取扱 （支払の停止があった場合等における取扱



13 

 

い） 

第８条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の申出に基づき、指定市場開設者が

乙を違約者とみなしたことにより、乙の現物

先物取引、現金決済先物取引及び指数先物取

引に係る転売又は買戻し（これらの委託を含

む。）を行った結果、甲又は甲が指定する清算

参加者が損失を生じた場合には、乙は、甲に対

してその額に相当する金銭を直ちに支払うも

のとする。 

４ （略） 

い） 

第８条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の申出に基づき、指定市場開設者が

乙を違約者とみなしたことにより、乙の現物

先物取引及び現金決済先物取引に係る転売又

は買戻し（これらの委託を含む。）を行った結

果、甲又は甲が指定する清算参加者が損失を

生じた場合には、乙は、甲に対してその額に相

当する金銭を直ちに支払うものとする。 

４ （略） 

 

（本契約の解約） 

第１８条 （略） 

２～４ （略） 

５ 本契約の解約までに成立した対象取引に係

る商品清算取引（第８条第１項の申出に基づ

き、指定市場開設者が乙を違約者とみなした

ことにより、現物先物取引、現金決済先物取引

及び指数先物取引に係る転売又は買戻し（こ

れらの委託を含む。）が行われた場合及び同条

第４項の規定に基づき指定市場開設者及びク

リアリング機構の定めるところに従い現物先

物取引、現金決済先物取引及び指数先物取引

に係る転売又は買戻し（これらの委託を含

む。）を行う場合を含む。）に関しては、引き続

き本契約を適用する。 

（本契約の解約） 

第１８条 （略） 

２～４ （略） 

５ 本契約の解約までに成立した対象取引に係

る商品清算取引（第８条第１項の申出に基づ

き、指定市場開設者が乙を違約者とみなした

ことにより、現物先物取引及び現金決済先物

取引に係る転売又は買戻し（これらの委託を

含む。）が行われた場合及び同条第４項の規定

に基づき指定市場開設者及びクリアリング機

構の定めるところに従い現物先物取引及び現

金決済先物取引に係る転売又は買戻し（これ

らの委託を含む。）を行う場合を含む。）に関し

ては、引き続き本契約を適用する。 

６ （略） ６ （略） 
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商品取引債務引受業に係る取引証拠金等に関する規則の取扱いの一部改正新旧対照表  

 

新 旧 

（日中帳入値段等） 

第６条 取引証拠金規則第２５条に規定する当

社が定める日中帳入値段等は、各計算区域の

約定値段等（ストラテジー取引による約定値

段等を除く。以下同じ。）のうち日中帳入値段

等算出時の直前における立会による最終の約

定値段等とする。ただし、当該約定値段等がな

い場合には、直前の取引日の帳入値段等（取引

開始日における限月取引（指定市場開設者が

定める限月取引をいう。以下この条において

同じ。）にあっては、納会日又は取引最終日が

最も近い限月取引の帳入値段等）とする。ただ

し、当社が適当でないと認める場合は、当社が

その都度定める。 

 

（日中帳入値段） 

第６条 取引証拠金規則第２５条に規定する当

社が定める日中帳入値段は、各計算区域の約

定値段（ストラテジー取引による約定値段を

除く。以下同じ。）のうち日中帳入値段算出時

の直前における立会による最終の約定値段と

する。ただし、当該約定値段がない場合には、

直前の取引日の帳入値段（取引開始日におけ

る限月取引（指定市場開設者が定める限月取

引をいう。以下この条において同じ。）にあっ

ては、納会日又は取引最終日が最も近い限月

取引の帳入値段）とする。ただし、当社が適当

でないと認める場合は、当社がその都度定め

る。 

 

（緊急帳入値段等） 

第８条 取引証拠金規則第２８条に規定する当

社が定める緊急帳入値段等は、各計算区域の

約定値段等のうち緊急帳入値段等算出時の直

前における立会による最終の約定値段等とす

る。ただし、当該約定値段等がない場合には、

直前の取引日の帳入値段等（取引開始日にお

ける限月取引（指定市場開設者が定める限月

取引をいう。以下この条において同じ。）にあ

っては、納会日又は取引最終日が最も近い限

月取引の帳入値段等）とする。ただし、当社が

適当でないと認める場合は、当社がその都度

定める。 

（緊急帳入値段） 

第８条 取引証拠金規則第２８条に規定する当

社が定める緊急帳入値段は、各計算区域の約

定値段のうち緊急帳入値段算出時の直前にお

ける立会による最終の約定値段とする。ただ

し、当該約定値段がない場合には、直前の取引

日の帳入値段（取引開始日における限月取引

（指定市場開設者が定める限月取引をいう。

以下この条において同じ。）にあっては、納会

日又は取引最終日が最も近い限月取引の帳入

値段）とする。ただし、当社が適当でないと認

める場合は、当社がその都度定める。 

 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和６年８月１３日から
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施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る

当社と清算参加者の間の決済を行うために必

要な当社が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由により、

改正後の規定を適用することが適当でないと

当社が認める場合には、令和６年８月１３日

以後の当社が定める日から施行する。 
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商品取引債務引受業に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料率 

 

商品取引債務引受業に関する業務方法書第２条

各号に掲げる取引に係る清算手数料の算出の基準

及び清算手数料率は、次のとおりとする。 

 

 

清算対象取引 

の区分 

算出 

の基

準 

清算手数料率 

（略） 

商品取

引債務

引受業

に関す

る業務

方法書

第２条

第３号

に掲げ

る指数

先物取

引 

商品取引

債務引受

業に関す

る業務方

法書第３

条第６号

に掲げる

商品市場

の上場商

品に係る

取引 

（注１） 

取引

数量 

当社が当該月に引

き受けた債務（注

２）について、１取

引単位につき 

９円 

（注３） 

最終

決済

に係

る数

量 

当該月における最

終決済に係る数量

について、１取引単

位につき 

３９円 

（注１）～（注３） （略） 

商品取引債務引受業に関する業務方法書第２条

第１号及び第２号に掲げる取引に係る清算手数料

の算出の基準及び清算手数料率は、次のとおりと

する。 

 

清算対象取引 

の区分 

算出 

の基

準 

清算手数料率 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）～（注３） （略） 

  

  

付 則 

１ この改正規定は、令和６年８月１３日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要な
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当社が設置するシステムの稼働に支障が生じた

場合その他やむを得ない事由により、改正後の

規定を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、令和６年８月１３日以後の当社が

定める日から施行する。 
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エネルギーに係る希望受渡しに関する取扱要領を廃止する規則 

 

 

エネルギーに係る希望受渡しに関する取扱要領を廃止する。 

 

 

付  則 

１ この規則は、令和６年８月１３日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当

社が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない事由により、この規則を適

用することが適当でないと当社が認める場合には、令和６年８月１３日以後の当社が定める日か

ら施行する。 
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